
市町村におけるＣＩＯ補佐官等としての外部⼈材の任⽤等に係る
特別交付税措置【延⻑】

○ 市町村のDXを推進する上で、CIOのマネジメントを専⾨的知⾒から補佐するCIO補佐官等（※１）の役割が鍵
となるため、市町村がCIO補佐官等として、外部⼈材の任⽤等を⾏うための経費に係る特別交付税措置を
令和11年度まで延⻑。

対象期間措置額対象経費（詳細）対象経費対象団体
対象経費の上限額

R11年度までなし
対象経費の合
計額に 0.7を
乗じて得た額

市町村がCIO補佐官等として、
外部⼈材の任⽤等を⾏うための経費として次に掲げるもの（※２）

・ 特別職⾮常勤職員として任⽤する場合
→ 報酬等（期末⼿当等を含む。）
・ 外部に業務委託する場合
→ 委託料等

①任⽤等経費

市町村

R11年度まで100万円
対象経費の合
計額に 0.7を
乗じて得た額

市町村がCIO補佐官等として、外部⼈材の募集を⾏うための経費②募集経費

（※１）CIO補佐官等とは、DX推進のマネジメントを担うCIO等を専⾨的知⾒から補佐する者であり、役職の名称がCIO補佐官に限られるものではない。
（※２）１団体においてCIO補佐官等として複数の外部⼈材の任⽤等を⾏った場合、財政措置の対象上限は３名分（令和6〜11年度）

○ 措置対象となるCIO補佐官等の業務は、全庁的・横断的にDX推進を図る「特別職⾮常勤職員の助⾔業務」に相
当するもの。

○ 業務委託も対象となるものの、単なる各種計画策定の業務委託は対象外。また、内部検討の助⾔等の対象部分
は、必要に応じて按分計算して報告していただく必要。

留意点

特別交付税措置の概要


